知夫村木造住宅耐震化促進事業補助金交付要綱

（趣旨）

第1条　この要綱は、知夫村内に存する木造住宅の耐震化を促進し、木造住宅の地震に対する安全性の向上を図るため、知夫村耐震改修促進計画（平成22年3月制定）に基づき、耐震改修等を行う者に対して、その要する費用の一部として知夫村木造住宅耐震化促進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、知夫村補助金等交付規則(昭和４７年知夫村規則第１３号)に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。
（定義）

第2条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

⑴　耐震診断　住宅の耐震性について財団法人日本建築防災協会が定める「木造住宅の耐震診断と補強方法」により、島根県耐震改修設計施工技術者名簿に登録されている者、島根県木造住宅耐震登録診断士又はこれと同等の技術を有していると認められる者（以下「耐震診断技術者」という。）が判定する耐震診断をいう。

⑵　補強計画　耐震診断の結果、上部構造評点が1.0未満と判定された木造住宅に対し、当該評点を1.0以上に向上させるための補強計画（耐震診断技術者により設計されたものに限る。）をいう。

⑶　耐震改修　補強計画に基づき実施する耐震のための工事をいう。
（補助対象者）
第3条　補助の対象となる者は、次条に規定する住宅の所有者とする。この場合において、共有名義の住宅にあっては、共有者全員の合意により選出された者とする。

(1)知夫村に住民票をおき居住するもの。
　(2)対象住宅の所有者又は固定資産税の納税義務者で未納がないもの。

(3)国、地方公共団体又は独立行政法人でないもの。
（補助対象建築物）
第4条　補助の対象となる住宅は、次の各号のいずれにも該当する住宅とする。

(1)知夫村内に所在する住宅であること。

(2)昭和５６年５月３１日以前に竣工済み、又は建築に着手された木造住宅であること。

　   (3)階数が２階以下であって、一戸建て住宅、併用住宅、長屋建て住宅又は共同住宅であること。

(4)同一敷地内にすでに補助金を受けた木造住宅（長屋建て住宅又は共同住宅を除く。）がないこと。

（補助対象事業等）

第5条　補助の対象となる事業、補助対象経費、補助金額及び補助限度額は、別表のとおりとし、補助金の総額については、予算の範囲内とする。

（交付申請）

第6条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、木造住宅耐震化促進事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、村長に提出しなければならない。

(1) 耐震診断の補助事業

ア 当該住宅の位置図及び平面図

 イ 住宅の建築又は着工年月日が確認できる書類の写し

 ウ 見積書の写し
 エ その他村長が必要と認める書類

(2) 補強計画の補助事業

 ア 当該住宅の位置図及び平面図

 イ 耐震診断結果報告書の写し
 ウ 見積書の写し
 エ その他村長が必要と認める書類
(3) 耐震改修の補助事業
ア 当該住宅の位置図及び平面図

 イ 住宅の建築又は着工年月日が確認できる書類の写し

 ウ 耐震診断結果報告書の写し

 エ 耐震改修の計画書

オ 耐震改修工事の見積書の写し

 カ その他村長が必要と認める書類

（交付決定）

第7条　村長は、前条の申請があったときは、速やかに内容を審査し、補助の可否を決定し、木造住宅耐震化促進事業補助金交付決定（却下）通知書（様式第2号）により申請者に通知するものとする。

（変更承認申請）

第8条　補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、当該申請した内容に変更を生じたときは、当該変更が生じた日から14日以内に、木造住宅耐震化促進事業変更承認申請書（様式第3号）を村長に提出し、あらかじめその承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。
2 　前条の規定は、前項の規定による承認をする場合について準用する。

（実績報告）
第9条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、速やかに木造住宅耐震化促進事業実績報告書（様式第4号）に次に掲げる書類を添えて、村長に提出しなければならない。

(1) 事業に係る費用の請求明細書の写し

(2) 領収書の写し

(3) 事業の成果報告書

(4) 補助事業の実施前後の比較が可能な写真（耐震改修事業の場合に限る。）
(5) その他村長が必要と認める書類

（交付額の確定等）
第10条　村長は、前条の実績報告を受けたときは、当該報告書の審査、実地調査等により、適正と認めた場合は、補助金の額を確定し、木造住宅耐震化促進事業補助金確定通知書（様式第5号）により補助事業者に通知するものとする。

（交付請求）

第11条　補助事業者は、補助金の交付の請求をしようとするときは、木造住宅耐震化促進事業補助金交付請求書（様式第6号）を提出しなければならない。ただし、補強計画に係る補助金の請求は、村職員が実地調査により耐震改修工事に着手したことを確認した後でなければすることができない。
（交付決定の取消し等）

第12条　村長は、虚偽の申請その他不正の手段により補助金の交付決定を受け、又は補助金の交付を受けた者に対し、その決定を取り消し、又は補助金を返還させるものとする。
（その他）

第13条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、村長が別に定める。

附　則

（施行期日）

1 　この要綱は、平成25年6月1日から施行する。

（この要綱の失効）

2 　この要綱は、平成28年3月31日限り、その効力を失う。

別表（第5条関係）

	事業区分
	補助対象経費
	補助金額
	補助限度額

	耐震診断事業
	耐震診断に要する経費
	補助対象経費の3分の2以内の額
	住宅
1棟当たり6万円

	補強計画策定事業
	補強計画の策定に要する経費
	補助対象経費の3分の2以内の額
	住宅
1棟当たり30万円

	耐震改修事業
	耐震改修に要する経費（耐震改修に伴い必要となる撤去、復旧等に要する経費を含む）
	(1)改修工事補助（地方自治体分）
　耐震改修工事に要する費用の額に0.23を乗じて得た額

(2)所得税額の特別控除の額（国税分）

　租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第41条の19の2に規定する所得税額の特別控除の額

2　補助金は上記合計額から（2）の額を差し引いた額を交付するものとする。


	住宅
1棟当たり90万円
←結局、控除額を足して控除額を引くので、補助金のみの額となる。（税法上要綱に必要との事）


備考　補助金額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額とする。

